
 

 

 
 
 
 
 
 

 
報道関係者 各位 

 
～ 6月は第28回男女雇用機会均等月間 ～ 

依然として多いセクシュアルハラスメントの相談 

－平成24年度男女雇用機会均等法に関する相談・指導等の状況－ 

－ポジティブ・アクションに関する取組状況アンケート結果－ 

 

高知労働局（局長 櫻井 惠治）では、平成 24 年度の男女雇用機会均等法に関する相談・指導等の状況

及び「ポジティブ・アクション取組状況アンケート」結果をとりまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．男女雇用機会均等法に関する相談・指導等の状況について 

 相談、紛争解決の援助、是正指導ともセクシュアルハラスメントに関するものが最多。 

相談件数は１５９件と前年度（２０５件）に比べ、大きく減少している。これは、セクシュアルハラスメ

ントに関する相談（８２件）が前年度（１４４件）より６２件減少したことによる。しかしながら、セクシ

ュアルハラスメントに関する相談が最も多く、５１．６％（前年７０．２%）を占めている。なお、妊娠等に

よる不利益取り扱いに関する相談が２０件となり前年度（８件）の２．５倍となっている（１頁 図１～３、

表１）。 

労働者からの相談７９件は全体の半数近くを占め、特に、セクシュアルハラスメントに関する相談は５５

件と約７割占めている（1頁 表１）。 

紛争解決の援助の申立受理件数は４件（前年度５件）で、妊娠・出産等を理由とした不利益取扱いに関す

る事案が２件（前年度０件）となっている（４頁 表２、３）。 

事業場に対する是正指導件数は１４６件で、指導事項の多い順に、「セクシュアルハラスメント」１２１件、

「母性健康管理」２２件となっている（４頁 表４）。  

 

２．「ポジティブ・アクション取組状況アンケート」結果について 

県内のポジティブ・アクションの取組状況を把握するために、「ポジティブ・アクション取組状況アンケー

ト」を平成２５年１月に実施した結果をとりまとめた。 

県内本社企業９６９社にアンケートを実施し、有効回答数１３７社（回収率１４．１％）のうち、企業規

模３００人以上が１１社（８．０％）、企業規模１００人以上２９９人以下が３９社（２８．５％）、企業規

模３０人以上９９人以下が４４社（３２．１％）、２９人以下が３９社（２８．５％）であった。 

○女性管理職の割合 

管理職の割合は、「係長相当職」３９．４％、「課長相当職」４３．１％、「部長相当職」２３．４％、「役

員」３０．７％である（５頁 図１２）。    
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添付資料 １ 高知女性の元気で、高知を活性化させよう！ 

２ 女性の活躍を推進している企業をご存知ですか？ 

３ 第２８回男女雇用機会均等月間実施要綱 

○ポジティブ・アクションの取組状況 

ポジティブ・アクションに取り組んでいる企業の割合は４０．１％である（７頁 図１５－１）。 

すでにポジティブ・アクションを行っているもしくはこれから行う予定の取組は、「人事考課基準を

明確に定める（性別により評価することがないように）」及び「出産や育児等による休業等がハンディ

とならないような人事管理制度（教育訓練を含む）、能力評価制度等の導入」が３４．２％と最も多く、

女性の登用に向けて取組を行っていると思われる（８頁 図１８）。 

○女性の活躍を推進する上での問題点 

   女性の活躍を推進する上での問題点は、最も多かったのが「家庭責任を考慮する必要がある」３９．４％で

あった（９頁 図２０）。 

      

３．ポジティブ・アクションの普及促進について 

高知労働局では、引き続き、法及び紛争解決援助制度等の周知を図ることにより、トラブルの未然防止及

び紛争解決のための援助を的確に行う。 

    また、アンケート結果を踏まえ、ポジティブ・アクションに取り組んでいる企業へは、「女性の活躍促進・

企業活性化推進営業大作戦」による、企業による女性の活躍推進のための取組状況等の情報開示及び経営者に

よる女性の活躍推進の取組方針に関する宣言を「ポジティブ・アクション情報ポータルサイト」に登録するよ

う働きかけ（資料１）、就職活動中の学生等へ取組んでいる企業の情報提供を行う（資料２）。 

   また、ポジティブ・アクションへの取組予定がない企業は中小企業に多いため、女性の採用拡大等の数値目

標を定め達成した企業に対し、中小企業両立支援助成金に５万円加算（１企業１回限り）する助成金制度の活

用等により、中小企業の取組に対する援助を行う（資料１）。 

 


